
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

(1)

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

・女性に対する差別や人権侵害に対する無理解や不適切な対応。
・ＤＶや経済的困窮等の問題に加え、精神疾患や障がいがある等、一人の女性が抱える問題が多重化
し、問題の見極めや必要となる支援の判断が難しくなっている。また、問題解決のためには、単一の機
関では対応困難となっている。

・女性に対する差別や人権侵害に対する理解を促進する必要がある。
・複雑・多様化する相談に適切に対応するため、相談員の専門性や対応技術を向上させる必要がある。
・相談者の状況に応じたきめ細かな支援を行うため、市町村等関係機関との連携をより強化する必要がある。
・相談者が相談しやすい体制を整えるため、身近な市町村相談窓口の周知と、相談の負担感や二次被害防止のため一元
的対応体制を整える必要がある。

％

18.00

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

事　業　費（b）（千円） 132,844 188,595

単位

17.00

○根拠法　売春防止法、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律、人身取引対策行動計画、ストーカー行為等の規制等に関する法律
・女性相談事業：日常生活を営む上で様々な問題を抱えて悩む女性の相談に応じ、解決に向けて支援する。
・理解を促すための普及啓発事業：女性に対する差別や人権侵害について県民の理解促進を図るため、予防講座や街頭啓発活動などの啓発活動を行う。

○県女性相談窓口での相談件数　3,634件（うちＤＶ508件）
○市町村窓口での相談件数　2,801件（うちＤＶ５５３件）
○全市町村で女性相談窓口を設置し、全ての窓口についてＨＰ、広報紙等で明示。うち一元的相談体制設置　１４市町村
○市町村ＤＶ対策基本計画策定市町村数　単独計画・盛り込み計画あわせて１８市町村
○女性に対する暴力対策関係機関連絡会　全県1回　7圏域各1回
○女性相談センターに性暴力被害者支援機能を付加「性暴力被害者支援センター　たんぽぽ」（Ｈ２７．3月）

うち一般財源（千円） 44,006 60,829

２６年度実績 ２７年度計画

26年度 27年度
指標名 市町村における女性相談窓口の数

年度 23年度

18.00

目標値

　相談員の専門性の向上や、市町村等関係機関とより密
な連携体制を構築するため、関係機関連絡会や研修会等
を実施し、情報共有や幅広い知識・技能の習得に努め、
相談支援体制を強化した。
　また、性暴力被害者支援機能を女性相談センターに付
加し、医療的支援・臨床心理士によるカウンセリング・
法的支援などが公費負担により実施可能となり、被害者
に寄り添った支援が可能になった。

・女性に対する差別や人権侵害が依然としてなくならない。
・女性の抱える問題が複雑化し、解決が困難なものが多い。

目
的

（１）対象 日常生活を営む上で、人権侵害などにより様々な問題を抱えている女性

（２）意図 問題解決のための助言や情報提供、支援機関への繋ぎ等を受けることができる

事務事業の名称 女性相談事業

事務事業評価シート（評価実施年度：平成２7年度） 上位の施策名称

事務事業担当課長 青少年家庭課長　黒田利恵

施策Ⅲ－３－２　男女共同参画の推進

電話番号 0852-22-5242

24年度 25年度

19.00 19.0019.00 19.00

女性相談等の対応窓口を明確にしている市町村の数
実績値

達成率

18.00

％

市町村

実績値

23年度 24年度
指標名

0.00

年度

目標値

式・
定義 達成率

0.00

0.00 0.00

94.80

25年度

0.00

　
成
果
参
考
指
標

◎課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既
存の事業説明資料などを活用し、効率的・効果的に行ってください。

◎上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいよう
に、「５．評価時点での現状→６．成果があったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れ
となるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてください。

県民の女性に対する差別や人権侵害に対する理解促進のため、県民公開講座の開催や「女性に対する暴力をなくす運動期間」に街頭活動などの啓発活動を実施する。
専門性及び相談対応スキル向上のため、県及び市町村の女性相談担当者に対し専門研修を実施する。
相談者の状況に応じたきめ細かな支援を行うために、関係機関との情報共有や連携強化を目的とした「女性に対する暴力防止対策関係機関連絡会議」を開催する。
市町村の相談窓口の周知のため、市町村広報誌等での広報を働きかけるとともに、相談の一元的対応ができるよう一元的相談窓口未設置市町村に対し設置を働きかけ
る。

事
業
概
要

94.7089.50

26年度 27年度

式・
定義

0.00

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）６.成果があったこと（改善されたこと）

単位

0.00


